





































































































































2014 ６（１） ３（１） ２
2015 ６ ６ ２（１）
2016 12 ５（２） １
2017 19（１） 13（３） ２（３）
2018 18（２） 15（２） １（２）
2019 13 11 １（４）
2020 ９（２） ９（２） ３（１）

























































































































































学年 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年
学級担任 ４ 32 13 ７ ４ ０

























































































































































































































B や C、E のように具体的な教育のあり方で悩んでいる
者には、それぞれのケースを検討し、一人一人に見合った
教育のあり方を考えていく必要があるであろう。A や F と
いった精神的に問題を抱える可能性がある場合には、個別
にカウンセリングをしながら、いかに働きやすい環境を整
えられるかを相談することが重要になるかもしれない。D
のような保護者対応で問題がある場合は、同様のケースが
多数あり、それを経験した教員と繋ぐことで対応策を見出
せる可能性もある。H には、多様な価値観を共有できる場
を提供し、自らの価値観を拡げるきっかけを作ること大切
であろう。このように見ていくと、今拾い上げようとして
いる教員に対し必要なことは、個別に課題を共有し検討す
る場の提供であり、その繋がりである。卒業生が持ち寄る
課題に対し、さまざまな分野の教員が、自らの専門性を生
かし問題解決を協働することができる空間と、その空間へ
と現場の小学校教諭を繋げられるような環境整備が必要に
なってこよう。１人で抱えきれない課題を抱えた時に訪れ
る場、そこにいくとモチベーションを維持できる場、学び
続けることができるんだと実感できる場、リカレント教育
としてそのような場をいかに構築していくかを検討してい
きたい。
今後オンライン化の加速や AI 等の進化により学ぶ環境
が多様化し次々と新たな学びが出てくるであろう。同時に
リカレント教育の重要性はさらに高まり、そのあり方も変
化していかなければならない。そのために、常に教員の現
状と課題、ニーズを把握しながら、それぞれの教育機関が
独自のリカレント教育の在り方の模索し、現場の教員が課
題に直面した時、手を差しのべられる場がどこにでもある
ことが大切になってこよう。
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